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は　じ　め　に

福井南海男

　最初は制限価格論として構想されのちに参入阻止価格論として結実して

ゆくよベインの議論にはつぎの二つの重要な条件か前提されてぃよ

　(1)既存の独占企業または協調的寡占企業群は，当該産業への参入の脅

　　威を知っており，この参入の脅威に対して彼等自身の長期的な利潤を

　　　　　　　　　　　　　　　　　2）　　極大にするよう対応するであろう.

　（2）潜在的参入企業は，参入すべきかどうかの決定にあたって，既存企

　　業の現行価格と彼等か現在獲得している利潤によって影響をう甘るで

　　あろう．

　そこで，条件（2）より潜在的参入企業がその価格を下回ると参入せずその

価格を上回ると参入を決意する「臨界価格」という分析上の中心概念がで

てくる．そして，参入阻止価格論をめぐるその後の展開はこの臨界価格決

完のメカ二ズムの解明とその実証的検討を中心にしてなされてきたのであ

るに

　しかしながら他方，条件(1）の内容である, （イ）既存企業にとって参入

阻止価格もしくはそれより低い価格をつけて参入を阻止するのとそれより

高い価格をつけて参入を惹起するのとどちらか有利であるか，あるいは，

1）Joe s. Bain, "A Note on Pricing in Monopoly and Oligopoly'≒　The

　American Economic Review, Vol. 39, 1949, p. 452.

2）J.ベインはこの点について，明確に「既存企業は将来の全期問にたいする利

　到の割引かれた現言価値を極大にするような価格政策をとる」と述べている。

　J. Bain, op., cit.,p. 455｡
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（口）どういう時点で価格は参入阻止価格に引き下げられるべきであるの

かを決定する要因は何かという問題については十分な検討がなされ明確な

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　D解答か与えられてはいないように思われる．

　それゆえ本稿ではこの問題を取り上げ，若干の考察を加えてみることに

したい．

　　　　　　　　　　　｜　パシュガソ・モデル

　J.ベインが，既存企業が参入阻止価格を上まわる価格をつけ，新企業

の参入を容認することが，参入阻止価格をつけ新企業の参入を阻止するよ

りも既存企業にとって有利である場合のあることを注意していたことに注

目し，どのような時点で価格か参入を阻止するために引き下げられるべき

であるのかという問題を最初にとりあげ定式化したのはB. P.パシュガ

　　　　2）ンである，

　そこでまずパシュガン・モデルの骨子についてみてみることにしょう．

パシュガン・モデルは次のようなことを仮定七でいる.

　①産業の需要曲線は分析を通じて一定であり，②各企業の平均費用曲線

1）J.ベインは既俘企業が参入阻止価格以上の価格をつけ参入を誘引したとき

　にえられる利川が参入阻止価格をつけたときにえられる利潤よりも大きくな

　ると見込む場合を「有効に阻止されない参入」と名づけ，既存企業が参入阻止

　価格をつけたときにえられる利潤の方が参入を誘引する高い価格をつけたと

　きにえられる利潤よりも大きくなると見込む場合を「有効に阻止される参入」

　と名づけて区別している. Jae s. Bain, Barriers toNew Competition ; Their

　Character and Consequences in manufacturing　Industries, 1956, p. 21～

　22.

　　この区別にしたがえばバイ）の問題は「有効に阻iこされる参入」と「有効に阻

　止されない参入」とを分つ条件は何かとい引句題であり, （ロ）の問題は当初「有

　効に阻止されない参入」の状態にあった産業かどのような条件の下でF有効に

　阻止される参入」の状態に転化するか，また転化の時点はいつかという問題で

　ある.

2）B. Peter Pashigian, “Limit Price and the Market Share of the Lead-

　ing Firm'≒The Journal of Industrial Economics, 1968, p.165～177.
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は逆Ｌ宇型をしている．③当該産業は，初期においては，一企業によって

独占されてお仏④この独占企業は参入企業が参入後には独占企業と協調

し，独占企業の価格設定にしたがうと予想する．⑥参入率は価格が参入阻

止価格を上まわっている期間の函数である．⑥独占企業は利潤の現在価値

の極大化を目指している．

　これらの仮定のもとでば，独占企業はある時点においては独占価格ある

いは参入阻止価格のいずれかを選ぶであろう．なぜなら，もし独占企業が

独占価格以下で参入阻止価格以上のある価格を選ぶとすると，産業全体の

利潤は独占企業が独占価格をつけた場合の利潤よりも小さくなるし，マー

ケット・シェアの低下は独占価格をつけたときと同じであるので独占企業

の分け前となる利潤部分も小さくなる．したがって，新企業の参入を容認

するかぎりは独占価格をつけ，新企業の参入を阻止しようとする場合には

参入阻止価格をつけるのが独占企業にとって有利になるからである．では，

利潤の現在価値を最大ならしめる最適価格政策という観点から，独占価格

はどの時点で新企業の参入を阻止するために参入阻止価格に引き下げられ

るべきであろうか．

　図１をみてみよう，図１においては，独占価格がt ＝T時点で参入阻止

図　　1
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価格に引き下げられるという仮定のもとでの独占企業の割引かれていな

い利潤の流れかABCPで示されている．さて，独占価格がV＝T十dT

で参入肛L□剛今に引き下げられるという点を除けば以前の価格政策と同一

であるもう一つの価格政策を考えてみよう．この価格政策をとった場合の

利潤の流れはABEGIiである，このときには独占価格力し汀という

期間なお維持せられるわけであるから，独占企業のマーケット・シェアは

この期問中低下しつづけるであろう．それゆえ, T十dT特点て独占価格

を参入阻止価格に引き下げたとき，参入阻止価格をつけたときえられる利

府のうち独占企業の分け前となる利潤も低下することになる．利潤の現在

価値を最大にするという最適価格政策という観点からは，この二つの価格

政策のいづれが選ばれるべきであろうか．もし, dTという期間独占価格

をつけていれば，独占企業は独占価格での産業全体の利潤のうち自己の分

け前となる利府部分（BEVT）をうけとることになるであろう，他方，

独占企業がdTという期間独占価格をつけていれば, （a）参入阻止価格を

つけていればえらばれたであろう参入阻止価格での産業全休の利潤のうち

の独占企業の分け前となる利潤部分（CFVT）プラス（b）そのマーケッ

ト・シェアがclT　という期間中低下しつづけたがゆえに失なわれた利府

の現在価値部分（FPHG一但し，割引かれていない値を示すものであ

る）を失なうことになるであろう．したがって, dTという期間中独占価

格を維持しつづけることによってえられる利得が, (ITという期間中独占

価格を維持しつづけることによって失なわれる損失よりも大きければ，独

占企茶は価格政策切換時点を(ITだけ遅らせるであろう．かくて，価格政

策切換時点をdTだけ遅らせることによってえられる利得剖員失が等しく

なる時点が，利潤の現在価慎を最大ならしめる最適価格政策という観点か

らみて，最適な価格政策切換時点てあることかかかるであろう．この最適

な価格政策切換時点け代数的にはつぎのようにして求めることかできる．

　上述の①～⑥までの仮定のもとで, t＝ア時点で独占価格が新企業の参

　　　　　　　　　　　　　　　－24－



有効に阻止される参入と既存企茶飲

入を阻止するために参入阻止価格に引き下げられるものとすれば，独占企

業の利潤の言在fi値は，

(1)P.V (T)ごme-侑μ十≫S(T)e-吋dt

であらわされる．ここでIlmとllzとはそれぞれ①と②の仮定された需要

条件と費用条件から決定される独占価格での産業全体の利潤と参入阻止価

格での産業全体の利潤である. S(t)は七時点での独占企業のマーケット

・シェアであ肌　S(O)＝1であるrは割引率である．したがって右辺

第1項は, 0 <ビTの期間中，独占価格での産業全体の利潤のうち独占

企業の分け前古なる利雄部分の現在価値を，第二項けt＞アの期間中，参

入阻j上価格での産業全体の利府のうち独占企業の分け前となる利潤部分の

現在frlli-拉をあらぬしている．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1)　倒式はつぎの条件が満されたとき極大になる.

　(2)rf,心(T)＝打ぶ(T)一子一づ年-

　②式の左辺は独占企業か独占価格をつけっづけることにょってうる独占

価格での産業全体の利潤のうちの独占企業の分け前となる利潤部分であり，

nilのBEVTに相当する．また，右辺第1項は参入阻止価格をつけて

ぃればえられたであろう産業全体の利羽のうち独占企県の分け前となる利

潤部分であ肌　図1のCFドアに相当し，右辺第二項はマーケット・シ

ェアが低下しっづけたがゆえに失なかれた利潤の現在価値部分であ呪図

1のFPHGに相当する．

　かくて，利潤の現在価値を最大にする最適価格政策という観点からは(2)

式を満足するア時点にいたるまでは独占価格をつけ参入を誘引し, T時点

で独占価格を参入を阻止.するために参入阻止価格に引き下げるべきである

1）2次条件は

　亘象回-づ（几,－/几丿詰匹十ｿｹﾞ- 勺回ﾌ1卜-rTくO

　である.
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ということか明らかになる．

　ところで，上述のパシュガン・モデルにはいくつかの問題点あるいは分

析上不充分な点かおるように思われる．

　第一には, 几がjとは独立であるとされていることからも明らかなご

とく，このモデルがとりあつかっているのはJ.ベインの「潜在的参入企

業か既存企業の産出量維持を予想する場合」の参入阻止価格のみであると

いうことである．周知のごとく, J。ベインには「潜在的参入企業が既存

企業の価格維持を予想する場合」の参入阻止価格もあり，この場合につい

ての検討も必要であろう．

　第二には，利潤の現在価値を最大にする最適価格政策という観点から，

独占価格を参入阻止価格に引き下げる時点か0＜T＜coの場合の分析に主

として力点がおかれ，その以外の場合については充分な分析がなされてい

ないという点てある．換言すれば，利潤の現在価値を最大にする最適価格

政策という観点から既存企業が最初から参入阻止価格をつける（T=0）,

あるいは永久に独占価格をつけつづける（T ＝oo）場合を決定する要因か

何かという問題がパシュガンによって充分に検討されていないということ

である．

　第三には，最も重要な問題であるが，このモデルでは当該産業か初期に

おいて独占部門であると仮定されている点てある．

　主要な技術革新にともなって出現した新興産業のような場合には，最初

先発の革新企業による一礼独占体制が形成されるのか通常であろう．それ

かやがては新企業の継続的参入により集中度の高い寡占産業へ，さらには

より集中度の低い寡占産業へと転化してゆくというパターンを考えること

はそれなりに有意義なことである，

　しかし，一方では工業技術的に「大規模生産の利益」が著しく，またそ

れを可能ならしめる市場条件をもつ産業で，生産および資本の集中・集積

が急速に進展し，当該部門の企業数の減少あるいは上位諸企業のマーケッ

　　　　　　　　　　　　　　　－26－
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ト・シェアの拡大を通じて寡占的市場構造が形成されるというパターンも

存在するのである。そして，このパターンこそ資本主義的競争の原理と

　「大規模生産の利益」という近代的技術法則とから必然的に導き出される

寡占的市場構造形成の基本的な原理であることは周知のところである。

　したがって，我々は次にかかる過程を経て形成された寡占部門をとり挙

げ，当該寡占部門に存在する既存企業数のいかんがこれまでえられた設迫

価格政策の諸結果にどのような影響を与えるかを検討七てみる必要かおる

つ。

　そこで，初期の既存企業数が11である点を除いてはパシュガン・モデル

と全く同一の仮定の下で，まず参入阻止価格が「潜在的参入企業か既存企

業の産出l量維持を予想する」という仮定にもとづいて決定される場合を，

つぎに参入阻止価格が「潜在的参入企業か既存企業の価格維持を予想する」

という仮定にもとづいて決定される場合をとりあげ，第二，第三の点を検

討してみることにしよう。

　　　　　　1　有効に阻止される参入と既存企業数

　1)参入阻止価格が潜在的参入企業か既存企業の産出量維持を予想する

という仮定に基づいて決定される場合

　過去の歴史的な事情によって決定される初期の既存企業数をnとし，参

入企業数を価格か参入阻止価格を上まわっている期間に依存するものとし

て恥(0であらわせば, れ時点での既存企業のマーケット・シェアS(O

はn半士(庁となる．したがって，Z＝T時点で独占価格が新企業の参入

を阻止するために参入阻止価格に引き下げられるものとすれば，各既存企

業の利潤の現在価値は

{!)' P.V(ア)づﾝ”5下九弔ゾ-･"dt + ＼ﾝ7町耳土^^er゛dt

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　D
であらわされる．田∩まつぎの条件が満されたとき極大になる．
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(2)'　11。＝TIl十璽)孔

　　　　　　　　　　『

　ne'(lﾌ)
泌年祐(夥･

この条件を満たす価格政策切換時点Ｔが初期の既存企業数nとどのよう

な閔係にあるのかをみてみよう。(2)'をｎで微分すれば，

dT
/hn一/几

　ｈ　　－{/,,.一心)ne'(T)一一ヅ４”(７)}

分子は明らかに正であり，分母は２次条件より正であるから, Tヵ1 nの増

加函数であることがわかる。

　つぎに，T時点まで既存企業が独占価格をつけることから参入が継起的

に行なわれ, T時点で参入を阻止するために独占価格を参入阻止価格に引

き下げた結果，それ以降は安定する最終的な既存企業のマーヶツト・シェ

ア　5* ＝盲元ﾚﾌ万と四)関係をみてみよう。o＊をnで微分すれば，

^s＊

　　　　--●---●W-参---●●－
　dn

０十心m)

-サnc"(T)

(//。－ﾐL)心べT)－^恬心(T)

２次条件が満される犬ためには少なぐと紅恥'(T.)は正でなければならない

から分子は正であり,分母は２次条件より負である．したがって,最終的な

既存企業のマーケット・シェアC＊はむの減少函数であることがわかる．か

1）2次条件は

dKP．V)＿-,T　－べ// 。－ TIl) , (2/7z－ ん)ne'm
--･-･-･………---ヽ---・ﾄｰ---･-…--------丿→･--･--一一一一一一一一一一
　dT^　　　　　　　　　　　　n十脚(T)　　　　　　　Ｏ十御m)

　　　　刀衣2?z/(T)2-脚″(T)佃十脚(T))
　　　　→--------……--------……------……:)).]
　　　　　　　　べn十碗(ア))3

極言条件よりヰ笑に:ﾀﾞｸ工＝ｲﾔ
ne(T)

ﾚむ代入すれば，

　　　　丿り(心一肌,雨≪c'(T)十弓叫ま+

fie(f)一が(T))}

極値条件よりｼne'(郷//i＝(I≒－がr)(　十心(T))呑代入すれば，

　　　　て莉
荒:で祐皿(n

'”‾n£)゛'(T)‾ﾔ゛″T)}くO
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くて，初期の既存企業数が多ければ多いほど，価格政策切換時点Tは大

きくなり，それとともに最終的な既存企業のマーケット・シェアs＊も小

　　　　　　　　　　　　　　Dさくなると結論することかできる．

　ところで，いままでみて古たのば価格政策切換時点アがOくTく∽にあ

る場合についてであった．つぎに利潤の現在価値を最大にする最適価格政

策という観点から，既存企業が最初から参入阻ihf而格をつける場合(T＝

0),あるいは永久に独占価格を.つけつづける場合(T ＝oo)を決定する

要因は何かという問題を検討してみよう．

　利訓の現在価値を最大にする最適価格政策とい引罰点から，既存企業が

最初から参入阻止価格をつける場合(r=o)というのは(び式のP.V(T)

がアの減少函数である場合，すなわちし匹Pﾀﾞ:工　仏Tが正の範囲では∩

Tのいかんにかかわらず負である場合であり，既存企業が永久に独占価格

をつけつづける場合(ア＝co)というのは(1)'式の戸.ド(DがTの増加函

数である場乱すなわちﾆ孤京大が，Tが正の範囲では，Tのいかんに

かかわらず正である場合であることは一見して明らかであろう．

　しかしなお残された問題かおる．それは(1)'式のP.V(T)が下に凸の型

をしている場合であって，この場合にはT=0のときのp.ド(t)の値，

すなわちでｲｹず'7jTとT = ooのときの瓦ド(ア)の値すなわち

N卜三7(アプ匹汀の大少加問題とな■5. (び式のP.ド(Dﾃﾞﾄﾞに凸の型

をしている場合にはNﾚnゴ0 万三ドゾー"'''dTであればr=o

1)また尹匹＝∂　とお乱　独占価格をつけたときの産業全体の利潤と参入阻止
　　　　几

　価格をつけたと忿の産業全休の利川との比率が政策切換時点Tに及ぼす彫響

　をみてみよう。2)'式を∂で微分すれば，

見

吻
＿………甦匹＿_＿_－

(匹r)ne'(T)-ｼが(T)

分子は明らかに正であり、分ほは2次粂件より正であるから, Tがθの増加

函放であることかわかる．これはパシュガンが強調している点てあることを

つけくわえておこう．
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有効に阻止される参入と既存企茶数

であり，逆の場合はT = coとなるであろう．以下，これらの場合を分つ

条件を分析し，具体例をあげておくことにしよう．

　まずJﾙ11゛祐+n乱野(/几‾rit‾ヂn +
ne(祐うである乙

把注意すれば，皿ぐぷﾀﾞﾗｰか, アが正のiPSffilで,Tのいかんにかかわらず

正であるための条件は, yベブ'‾随‾ﾀﾞ犬(三回)の7に関する‾次

微分か正で，かつy(m＞0，また司拶大仏Tが正の範囲では, T

のいかんにかかわらず負であるための条件は> yの一次微分か負でy(O)

＜Oである．またP.V(7-)が極小飲をもつ場合の条件は，yの一次微分

が正で3'(O)くOであり, pド(T)が極大値をもつ場合の条件はアの一次

　　　　　　　　　　D微分か負でy(O)＞Oである．これらの条件を整理すれば，

より

　，＿　1 ne"(ア){n十心(T))－ne"(T)

y -----………………-………--･……一-----･……----------‥-……
　　　y　　　(≪十心(ア))2

≪/'(T)<0　あるいはne"(ア)＞Oに万言乱畿九大らゴダ

＞Oで

万一1一驚塵＞Oならば'jp ・・

7
]yyくOならば極小値をとりづﾌ言e-ぽdT几へ盲言'm

ず’りTならばT=0, ＼レリie-rTdTくs:盲言wダヴ'-'^dTならば

T ＝ooである．

子守）岩総ゾぶ白図に
e－i一白些子?圭＞oならば極大組をとり，0くT＜oo

1）以上の展開においては議論を簡単にするためにy≒Oと仮定されている．

　y'＝0のときには,y＝∂－i一犬旦ﾝﾙ<uに応じてT＝0あるいはT = ooと

　なるであろう．
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　　　　　　　　　有効に阻止される参入と既存企業数

　θ-l一十登ﾙﾁﾞ吐＜Oならばr＝oである．

　ここでθ＝ll．/刀をあらわしている．･･

　つぎに枯造条件間の関係をより明らかにするために，いま　≪,″(O巡0

に応じて心(t)を次の三つの型に特定化して，それぞれの場合について上

述の条件をみておくことにしよう.

　(a)心(O＝ぶの場合(但しα＞0)

　このときには明らかに八ごr )｀in二41･ぷ'21‾)‾j･｀＞Oであﾑ5小ら,J'(0卜d‾

1一八が正またはOであれば万証＞Oとなっ凡V(T)はTの増加函

数になるからT＝(×)，y(O)＝θ－l－三一が負であれば, P.V(T)は極小値

をもっことになりT=0のときのP.ド(T)の値，すなわちJo /
rﾄｰ'■'^clT

とT＝(》・のときのP.V(T)の値，すなわち-'
0……祐｀L

しe.“″dTの大小

関係か問題となる．このことを考心すれば,←1ぐみでかづ汁
n

ﾆ≧Jo爪”
n耳乱子゛‾’りTの場合にのみT＝0とな叫　そ群以外の場合比は

T ＝coであるということかできる．

　(b)恥(t} ＝a log (1 ＋1)の場合(但し々＞O)

　このときには，明らかに　y' ゛友言jyﾂｼﾞﾂﾞｽﾀﾞと言戸＞Oであるか

らy(Q)＝口-l － みが正または0であればﾀﾞ訃D＞Oとなり, P.ド(ア)

は7の増加函数になるから　T = ×),　rn　が負であれば

p.v(t)は極小値をもっことになり(a)の場合と同様, T＝0　のときの

p.ド(r)の値，すなわちく汀1　も£?-咋dTと'Y ＝∽のときの　戸｡ド(T)

の値'すなわちJo n石iog(i乱ダ‾岬aTの大小関係か問題になる．こ

のことを考生すれば, ?‾1ぐごyでかってnブここに方ｷﾞﾑｼﾞﾚ半分

e-口dTの場合にのみT＝0となり，それ以外の場合にはr=ooである

ということができる。
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有効に阻止される参入と既存企業数

　(c)7副t)＝α(が－l)の場合(但しα＞0)

　このときには，　ダ＝二憩岑丿岸示仁う宍二竺ひｰであるから，y'　の

汗引まn －aの符号に依存していることがかかる．

　まずn－α＞Oである場合にっいてみてみようn －α＞Oであればダく0

である批　Ｃの場合ドはy(゜゜)心－l一回であるので，郷うｿよの符号は

y(oo)の符号にも依存している．このことを考志すれば，XO)＝∂－1－

rnの占ト付尹べＯで戸ゾ(T)はＴの減少函数にな^）T=0，

^(o))＝∂－l-ｲｼ≧0のときに慰ﾀﾞﾉ仕＞ＯでP.F(T)はＴの増加函数

になりT ＝00，X0)＝∂－l一rnでかっy(oo)＝d－l一昔＜Ｏの

とき，すなわち土ａ旦＜e－iく工ａのときP.V(T)は極大値をとる／なお
ｙ　　ｎ

つけくゎえて心けぱに卜こくθ－1は７が正値であるための条件である.

n ＝αの場合には　y＝θ－トご…　となり，したがって　rのとき

可

dT'
-＞^でpy(T)は７の増加函数となりT＝co, d－＜くyの占吝

には，-It:y＜Oでpyは７の減少関数となりT＝0である．

　つぎにn －a＜0の場合についてみてみよう.n-a＜0であればダ＞0

であるが，この場合にもv(o・)＝θ－l一昔‥となるので司竺)の符号

はV(oo)の符号にも依存している．このことを考慮すれば, xo)＝∂－

1－ごぐ:≧Oのとき万零ﾃﾞりこ＞OでP.I^(T)はアの増加醐数になりT ＝co

y(・・rのとが d(P. V) ＜Qで？y(T)は７の減少函数に

なりT＝0となる. X0)＝θ－l－了ご＜0，X-)＝θ－l－ぶし＞O　のとき，

すなわち士ａくθ－1＜…とaﾚのときpy(T)は極小値をとる．この場合に

はS7等e-汐dTとNy/柏洋丿尚二p゛rT　との大小関係が問題とな

るh万 n h扁Jimごe“ aiであればT=0づ0
71
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有効に阻止される参入と既存企業数

＜r 絡り二ぐりiであればI =00となる。

　2）参入阻止価格が潜在的参入企業が既存企業の価格維持を予想すると

いう仮定に基づいて決定される場合

　これはJ.ベインが「既存企業は現行価格での参入を予想して，参入企

業が価格を切り下げないかぎり，参入前の価格を維持してこの価格で参入

企業が獲得しうるマーケット・シェアだけその産出量を減じるｊと述べて

いる場合である．ところで，当該部門は同質寡占部門であり，参入企業を

合むすべての企業は同一一の費用曲線をもつと仮定すれば，この場合の予想

される参入企業のマーケット・シェアは既存企業と同一であ久それぞれ

の価格について市場需要の説1倣半……j:‾を獲得するものと考えられる.･

なぜなら，既存企業はtﾘからt + dt期迄の期間中に参入するであろう企

業数を必ずしも１であると考えているわけではないが冶期間中に参入を

意図する企業数についての予想が各参入企業間で一致すると考えることは

出難であるし，参入の決意が，通常は，参入企業と当該部門の状態との関

係を中心にして形成されることを考えるならば，既存企業が少なくとも参

入阻止を意匠けるかぎり最小数の企業の参入をも阻止しうる体勢を整えて

おかねばならないだろう．

　図２をみてみよう．　acは参入企業を合むすべての企業の長期平均費刑

P,ac

几

　ａ

狗

∂

dn丿一I　　(in

u

臨　心

Xc　　　　Xm

　図　　2
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有効に阻止される参入と既庁企業欲

曲線である．さて，参入企業の予想されるマーケット・シェアが需要曲線

亀d占あるいはd,尚'のいずれかによって示されるものであるならば，参

入を阻止できる価格は最小平均費用の丹より上にはありえない．つかに，

参入企業の予想されるマーケット･シェアか最小平均荒川に等しい価格抑

において，彼の最小最適規模産出恒Xmよりも小さければ，既存企業は参

入を誘引することなく価格を最小平均渋用水準より上にいくらか引き上げ

ることができるであろう．いま臨は参入前の川閥の各既存企業のマーケ

ット・シェアを表わしているとしよう．一個の新企業が参入するとすれば，

参入企業を合かすべての企業の需要曲線は左にシフトし，荒川曲線と沁

で交わるめ+lの位置に達するであろう．この場合に参入企業が沁以下

の価格で参入しようとしても既存企業の価格切り下げを許発し，参入自体

が不可能になる．したがって，参入企業は沁以下に価格を切り下げるこ

とができず，参入後にも参入的の価格扮が維持されるものとすnばレ参

入企業は需要曲線ふ^lによって示されるマーケット・シェアではいかな

る産出足においても正常利潤を合打平均荒刑を越える価格を期待しえない．

この意味で価格沁は参入阻止臨界価格となる．産出a Xeはこの価格

扮での各既存企業の産出量であり，したがって総産出量i± nxc ＝Xeで

ある．この場合に予想される参入企業の追加供給量はuであ肌各既存企

茶の超過利潤は図のabcPeである．以上の関係を，上述の既定にしたが

って代数的に表現してみよう．

　平均渋川曲線と産業の需要曲線を特定化して次式で示されるものと仮定

しよう.

　(3) 叱(ズ)＝ご十占

　(4)P ＝cーeX=c－enx〔但しl a, b, c, e＞Q〕

　ここで到よ個別企業の産出量，Xは産業全体の産出量であ肌企茶数が

nのときにはnx=Xである，この場合には参入阻止価格はっどのように

　　　　　　1)決定せられる.
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有効に阻止される参入と既存企業数

　(5)Pe＝ぐ－eXe=兎十万
　　　　　　　　　　μ

　仮定にしたがって，新企業は参入後に既存企業と等しいマーケット・シ

ェアを獲得するものと考えられるから，初期の既存企業数を11とすれば，

t切の既存企業数はn十心(t)となり，次の関係式か成り立つ.

　(6)7゛゛1有半Xe半ﾆあるいはXe ＝(n十ne(i')＋l泗

　(5)式と(6〉式より

　＿

ε－ゐ士吹F二by―4ae(n菊臨‾研‾芋'万

“‾…………‾“‾……………………‾'Ilj･･(

n + ne万)≠i)………………………‾……………………………

だし，参入阻1七価格としては可能な低い

　_

c ートV(よ二のl二t祠毎臨訴)+l)……

μ－………-…………………………………--………………………………--……………………………･………………………-,･･｡

　　　　　　2べ刀十Ma (0＋1)

ただし，参入阻Lﾋ価格としては可能な低い方のfllli格が選ばれるから

があてはまらねばならない．これを(5)式に代入すると，

Pe =ﾍﾞﾋﾞｰﾄ/0二分に石毎耳祐口j半片

したがって，既存企業が参入肛1ﾋ価格をつけたときの利潤がバよ

　7几＝

となる．

　　　　 4 a e

I I 必 | | ･ k l ･ & ･ ･ = ･ ･ 7 - ? m l - ¶ I I ? I I 占 % I 占 I 占 I 占 I 占 I I I 占 心 ㎞ ･ - ･

4 e ( w 十 n

e

( t ) )

　つかに，既存企業が利澗極大価格をつけたときの利潤を求めてみよう.

(3)式, (4)式から，

　/几=cx―e(n十脚(t))公一a‐bx ＝脚ax！

これを微分してゼロとおけば，各既存企業の極大利川産出足乱,が求まる

　//‰＝ご－Zべw十心(.))ズーゐ＝Q

応用＝

　　　　 c ー

b

I ♂ | 占 い 占 M 占 占 占 占 占 | ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ ･ 7 ? ? ? ? I ? ? I ? ♂ I % I 占 M 占 M ･ ･ . - ? ゝ ゝ ゝ ♂ ♂ ♂ |

　 2 べ

刀
十 n

e

( t ) )

(4)式に代入すれば、利潤極大洲各か求まる、

1）この場合の一般的方程式については

　　Peter Riihrnann, "Oliqopolistische Preispolitik unter dem EinfluB　der

　　Latenten Konkurrenz, " WeltidrtschaftUches Archiv. Band 96, 1966,

　　S. 287～339.

　を参照されたい.
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有効に阻止される参入と既存企業数

　　　ご一b　沁………公……

したがって，極大利潤は

　　＿(じ一汗－i麗(や晩心))
　几‾…………‾'半白僕5…………

いま。ぐ言箭＝砿,(言)2とおけば1 //<,,// .はそれぞれ，

　レ谷尚バベ石A

と簡単化される．

　これまでと同じ仮定のもとで, t=T時点で独占価格が新企業の参入を

阻止するために参入阻止価格に引き下げられるものとすれば，この場合の

各既存企業の利府の現往価値は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2)

　(ずp.v(nづで(n路ﾂﾞ‾^レリトじn年余ヶゾ“壽

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3)であらわされる. D"はつぎの条件が満されたとき極大になる．

1）Em. =言諮ﾂｧｰ（.十心（0）であるから，

　きの177の大きさをあらわしている。

α2は既存企業欲が所与であると

2)単純化のために

n

潜

行‾^は/＝∞で正あるいはゼロであると仮

　定しておく｡

3)2次条件は

　dKP-V)＿　-。rf－ぺ≪'－l)　(ぶ－2)n/(r)＿1

　…………一一………･-､……-A･｡一………………･-………一一………

。一一……-…………………………………･………………-……………

　　dT2　　^^゛　I n十ne(T)　　　　O十ne(T))　　『

　　　　　ne"(T){n十7te(T))－2n/(T)

　　　　　………･…………-……………一一……………………･-……………………………………

}

　　　　　　　(n十陶(T))

　極値よりト

n + ne(f)石t + nど(T丿戸を代入すれば

　　　　　づrf －(≪^－l佃/(^)＿1 ne″(T)(n十ne(T))－2n,"(ア))　　　　　ル{

｡-……-‥-----……………--･………………--･………-……………………--･………･……一一一一………………~………--･………-……………………………

}

　　　　　　　O十几(n)　　r　　　　(n十御げ))3

　極値より

゛

ト

n

肇

rie

夕

y °(ぷ‾l)‾(″十nc(T))を代入すれば'

　　　　　て示
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有効に阻止される参入と既存企業数

　この条件を満す価格政策切換時点Ｔが初期の既存企業数71とどのよう

な関係かおるのかをみてみよう. (2)"式をnで微分すれば，
　 d T 　 　 　 　 　 　 2 (

^ 十 陶 ( T ) ) － α － l

)

ゝ ゝ ゝ / - ･ I v ｡ v ･ ヽ A u - ･ a
- ･ - ･ φ ･ - v ･ ヽ ヽ ･ A ~ - V ~ v ヽ ･ A ･ ~ - 4 . ､ 9 ･ ･ u ･ / ･ 一 心 ~ A ヽ a ･ - り ｰ - - ● ﾐ ･ ･ s ･ ~ ｀ I A 4 W i ﾆ v - ゝ I I I . - w A ゝ ゝ I I . ･ ･ I ･ I - . ･ / A ･ ゝ ◆ 四 v i W I v I I I I I ･ W ¶ w ⌒ ● I - | 〃 I I - - - ⌒ I A A I w r 〃 A l r A - ･ w ● I I ゝ ゝ I I ･ ● - - ● ● ゝ v I I A I . 争 ● - ･ ● ･ . - ● I 心 心 - w ● v I / A A ● - ' v -

　 励
i 　 　 ﾄ

2

－

l

－
2 ( n 十 n

c

( T ) )

卜

/ ( n r ) よ 雇 ' ( T )

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　D　分ほは２次条件より負であるが，分子は疋負を一義的に決定しえない．

　つぎに，T時点まで既存企業か独占価格をつけることから参入が継超的

に行なわれ, T時点で参入を阻ihするために独占価格を参入阻±価格に引

き下げる結果，それ以降は安定する最終的な既存企業のマーケット・シェ

アn石し巧‾とnの関係をみてみよう5:?をnで微分すれば，

略＊

V V l W A ゝ - I A I l y = - -

　 血

　 　 ト

，

( T )

" - - ･ ･ I ･ - - - ･ ● I v ¥ v I 肖 | | I A k ･ ● . ● ･ ¥ ¥ v A I A I I I A = . J ･ ･ v / / I ● I A M I ･ 6 . y 四 / I / A A A I A . - y ¶ ･ ● ･ / / A ● I A I . I 戸 - - ¥ v v い い ● | ･ I ･ | - ･ - - ･ w v ● こ | A I . I . I ･ ● - y v 肖 w A I . φ I A 6 - I ~ I り M ･ I - v I 肖 1 . 6 & 6 9 w I v I 肖 | I A I 6 . w I v ≒ ● I I I u I I . a . . w ゝ I / A A A ･ ㎞ . 9 v ゝ A w ･ - - ¥ ゝ こ | ･ & = - I ● v 肖 ゝ I & l j . = w - | ● ･ I ･ | . ¥ 一 ~ φ I A I ･ R ん ｰ ● ･ ¥ ● w I ･ ● A I I ･ . . . w I w A ● I A A I I I . ･ ･ . y v v M

(

n 十 恥

m )

〔 (

(

a

^

－

l )

－

2 (

≪ ＋ n

e

( r ) )

ﾄ

o

' ( T )

－

ぐ ﾚ

K c

" ( T )

〕

分母ぼ2次条件より負であることから，劣nの符号は擢'（T）の符号に

依存していることがわかる．すなわち，既存企業が参入率の変化率が逓減

すると予想するか，一定であると予想するか，逓増すると予想するかに応

じて，初期の既存企業数が最終的な既存企業のマーケット・シェアに及ぼ

す影管が異ってくるであろう．

　つぎに，利潤の現在価値を最大にする最適価格政策という観点から，既

存企業が最初から参入阻Lﾋ価格をつける場合（r=o）,あるいは，永久に

独占価格をつけつづける場合（T＝co）を決定する要囚は何かという問題

を検討してみよう．

　利潤の現在価値を最大にする最適価格政策という観点から，既存企業が

1)分子の１次微分はne(T)〉0,したがって2n〉≪2－lのとき，あるいは

　ル″mぶ0のヶきには少なくともﾂﾚくＯであることがわかる. tた，回ら

､。dT　　　　　　　　　－2α(n十剛:ア))かに｡一一･｡･,･……ｚｚ｡,･･････－,--･-一一…･-一一一一一一…-I¨-“～゛I一'－'一一I･-‾‾゛“‾I‾

　　da　　ト'

'－l－2(　十脚(ア))

卜

汽T)－

くﾝ

，″T)

〉0である．

－Q7
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最初から参入阻止価格をつける場合(T＝0)というのは(1)"式のp. V(T)

がTの減少函数である場合，すなわち賎証■)が, Tが正の範囲内で

は1 -'-のいかんにかかわらず負である場合であり，既存企業が永久に独占

価格をつけつづける場合(T ＝oo)というのは(1)"式のp. ド(T)がTの

増加函数である場合，すなわち昌'が, Tが正の範囲内では，Tの

いかんにかかわらず正である場合であることはいうまでもなく明らかであ

る．しかし(1)"式のp. V(T)が下に凸の型をしている場合にはT＝0のと

きのP.F(Dの値すなわち　ソブdTとア＝ooのときのP.V(T)の

値，すなわち言n+ne(夥一斗“岬dTの大小関係が問題となる. (1)"

式のp.v(t)が下に凸の型をしているときにはsﾌ(≪塵ずj‾Ay岬dT

≦⊆Nﾚj‥e'rrdTであればT＝0であり，逆の場合はr＝(×)となるであろ

う．以下これらの条件を分析し，具体例をあげておくことにしよう．

　ダブ回四二帽レレーlや＋ベア)－ノぐ言丿匹

ることに注意すれば，尽券翌)が, Tが正の範囲で，Tのいかんにかかわ

らず正であるための条件は, y=♂― l ‾(?t十゛(7))‾亘ぶでにげ址のア

に関する一次微分か正でかつJ'(0)>0,またdfっが, Tの正の範囲で，

7のいかんにかかわらず負であるための条件は. yの一次微分か負でy(O)

<0である．また, p.v(nが極小慎をもつ場合の条件は> yの一次微分が

正で丿(O)＜Oであり, P.ド(ア)が極大位をもつための条件はyの一次微

分か負でy(O)＞Oである．これらの条件を整理すれば，

　，＿一心(7)0十72,(T))2r－4''(7)(s十72,(T))十心2(7)

より，

　　ne'(T)＞nc'(T){n十恥(T))￥十贈'(nCn十ne(J))ならばダ＞Oで

－38－
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n一驚汐-＜1ならば，極小値をとり，s卜万卜-'■'"'dT謝

i:(玉言でy-^ V"^^ならばT=0づ0
11く

s:(,-.言A )‾岬dT
社らばT = ooである．

ne'(T)＜ne'(T){.n十K.(r))V＋n/'(T)(n＋≪.(T))ならばダくOで

n一弓丿舛一ﾝ1ならば極大値をとり,
0くTくoo

ダブ1__万言＜1 皿にT＝0であぷ)．

　つぎに，構造条件の関係をより明らかにするために参入率函数ne(f)を

特定化してみよう．ただし，この場合にはダが極めて複雑な形をしてい

るので恥'(O=0の場合の具体例をあげるにとどめておきたい．

　恥(O＝厨の場合

このときには, 丿ぶ
一がrt^－2arnt十a －rが
㈹匹訪戸‾1……fi……てeあるから’y'の符号は

分子の符号に依存している．いまこの分子をんとおけば，この分子のi次

微分, 2次微分はそれぞれ，

　h'＝－2がrt－2αrn－2ar(一ぶ一疋)

　h"'＝－2めr＜o

であるから, hは上に凸でt =一首のとき極大値をとることかかかる．

レこ力≒で, み(0)゜″(″‾゛2)く0'すなわち. ″≧ｿｹであれば　h　は

t>)について常に負,それゆえダも同様に常に負値をとる．かくてX0)＝

“rn　のと乱yく0,したがってP.V(T)は減少函数となり

r=oである．またv(0)＝a2－l－w一一み＞Oのとき，すなわちa＞

1 1 1 1 占 I 占 I I 〃 k l ' － 〃

1）ぎ,沿y）が二回以上符号を変える場合には，それぞれの場合に応じて，極大

　値ﾊﾝﾄﾞ白川汗よこ牡一A ＼がごとの比較が問題となるであろ

　う，

　　　　　　　　　　　　　－39－
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へ

/n十rnとき,
P.V(T)は極大値をとる．らぎに/(^)＝＝ぺα－rri^)

＞Oの場合をみてみよう. み(0)゜″(^－rれ2)＞0√すなわち71く八であ

れば, みは乙≧oの範囲で正から負へとその符号をかえることになる．した

かって，yは上に凸の形をしていることがわかる．いま，yが虚根か璽根

をもつとすれば，すなわちｙの判別式より
／
Ｖ

･･¶･Ⅶ7φb-〃.●-AI肖||-|-|-|IM　　●　　　　　　　¥●kMII~IWS●V西φJ&-㎞㎞･I●1111111●-
　　　　　　　　　　W-･/二●.-　　　　　　　　　　　　　　　　　〃㎜㎜

　＋4

鵬

≧や

√

サ

であれば，yはむ≧Oの範囲では常に負となり，したがうてpy(T)は減

少函数でT＝0である．つぎにｙが実根をもっ場合について考えてみよ

う．yが実根をもちrnの場合には，すなわち≪＞

√ごn十こごの場合にはF.V(T)は極大値をとる．しかし，yが実根を

もち，その二根がともに正である場合には，すなわち判別式，二根の和，

二根の積の条件を考慮すれば，≪＞
へ^十引あるいはａくぺ//1－4ごご

の場合には，yは負から正へ，そして員へとその符号をかえることになる．

かくしてこのときにはP.F(T)は最初極小値をとりつぎに極大腿をとる

ことになる．それゆえ，この場合にはこの極大値がSｼﾌﾄ”句T　よりも

大きいときにはOく７く・・であり，この極大倣が万化3''･町T　より小さ

ければT＝0と,なる．

　　　　　　　　　　　　むすびに.かえて

　最後に以上の考察からえられる結論を要約しておこう．まず，予想され

るごとく，参入率函数の型が所与であれば，有効に阻Lﾋされる参入の状態

は参入率函数の勾配に依存していることかわかる．つぎに，初期の既存企

業数と最終的な既存企業のマーケット・シェアとの関係については以下の

ごとくのべることができる．

　既存企業が潜在的参入企業は既存企業の産出量維持を予想するという仮

定にもとづいて参入阻Ij-価格を決定する場合には，初期の既存企業数が大

　　　　　　　　　　　　　　－40－
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きければ大きいほど最初から有効に阻止される参入の状態に留まる可能性

は小さくなるしまた最初有効に阻止されない参入の状態にあれば政策切

換時点Tは大きくなる，したがって，初期の既存企業数が大きければ大き

いほど，最終的な既存企業のマーケット・シェアは小さくなり，極端な場

合には継続的な追加的参入によって最後には独占価格において心え既存企

業がわずかに収支償いうるにすぎない状態にな肌それ以上の追加的参入

は自動的に停止することになるであろう．この結果i当該産業は著しい小

規模の不経済をもつ過大な数の企業によって占められることになり，J.

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）ロビンソン型の均役i状態に到達することになるであろう．

　既存企業が潜在的参入企業は既存企業の価格維持を予想するという仮定

にもとづいて参入阻止価格を決定する場合には，最初，有効に阻1ﾋされな

い参入の状態にあってのちに有効に阻止される参入の状態に転化するとき

は，初期の既存企業数か最終的な既存企業のマーケット・シェアに及ぼす

影響は既存企業が参入率の変化率を逓減すると予想するか．一定であると

予想するか，逓増すると予想するかに応じて異ってくる．既存企業が参入

率の変化率を逓減すると予想するときは，初期の既存企業数が大きければ

大きいほど最終的な既存企業のマーケット・シェアは大きくな肌逓増す

ると予想するときには，初期の既存企業数が大きければ大きいほど最終的

な既存企業のマーケット・シェアは小さくなる．また，既存企業が参入率

の変化率を一定であると予想する場合には初期の既存企業数のいかんにか

かわらず，最終的な既存企業のマーケット・シェアは一定である．それゆ

え，初期の既存企業が，潜在的参入企業は既存企業の産出量維持を予想す

るという仮定にもとづいて参入阻止価格を決定するか，潜在的参入企業は

既存企業の価格維持を予想するという仮定にもとづいて参入阻止価格を決

定するかに応じて初期の既存企業数が最終的な既存企業のマーケット・シ

1）J. Robinson, The Economics of Imperfect Competilion,1932, Chapter 7.

　　　　　　　　　　　　　　　－41 ―
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エアに及ぼす影響は異ることになる．

　これまで，我々は既存企業数のいかんにかかわらず企業間の協調的行動

が可能であると仮定してきた．しかし，企業間の協調的行動を可能ならし

める既存企業数というものかおるとすれば，これまでの結論は修正されね

ばならない．一般に既存企業数か多くなればなるほど企業開の協調的行動

か困難になるであろうと初期の既存企業か予想することを考慮すれば，価

格政策切換時点Tは企気間の協調的行動を可能ならしめる既存企業数に

制約されて短かくなるであろう．

　なぜなら，いま初期の既存企業数が企業間の協調的行動を可能ならしめ

ると予想される企業数より小さいとして，価格政策切換時点アでの既存

企業数が企業間の協調を可能ならしめると予想される企業数を越えるとす

れば，既存企業数か企業間の協調を可能ならしめると予想される企業数に

達するまでの期間は利潤極大価格での利潤/l刎を享受しうるが，この期間

を越えれば利潤極大価格での利潤rimを期待しえず，より小さな利潤（極

端な場合には正常利S）しか期待しえないことになるからである．

　最後により重要な問題はこれまでの展開が①既存企業が新企業は参入後

に既存企業との協調を受け入れるものと予想するという仮定および, ②既

存企業が参入率を計測しうるという仮定に基づいていることである．もし，

新企業の参入後の行動が不確実で常に不確定であるとすれば，たとえ既存

企業が参入率を正確に計測しうるとしても，初期の既存企業は最初から参

入阻止政策を採用するであろう．また，既存企業がなんらかの根拠から新

企業は参入後に既存企業との協調を目指すものと確信するにいたるとして

も，参入率を正確に計測しえないとすれば，やはり初期の既存企業は最初

から参入阻止価格政策を採用することになるであろう．そして，これらの

不確実性が個々の既存企業の努力によってある程度克服されるにしても，

その結果について既存企業間で一致をみることはかなりm難なことであり，

より確実な政策として最初から参入阻止価格政策か採用されることになる

　　　　　　　　　　　　　　　－42－



有効に阻止される参入と既存企業数

かもしれない．したがって，不確実性の支配する現実世界では我々がえた

結果よりも有効に阻止される参入の可能性は大きぐなるし，協調可能な企

業数ということをも考慮すれば価格政策切換時点Tは小さくなると考え

てよいように思われる．

－43 ―
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